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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも半導体素子を含んで構成される半導体モジュールと、
　前記半導体モジュールに駆動信号を出力するドライバ回路を有し、前記半導体モジュー
ルを制御する制御基板と、
　を備え、
　前記制御基板は、
　メイン基板と、
　前記メイン基板から分離され、かつ前記ドライバ回路が実装されるサブ基板と、
　可撓性を有し、かつ前記メイン基板と前記サブ基板とを電気的に接続するフレキシブル
基板と、
　で構成され、
　前記サブ基板は、
　前記半導体モジュールに対して嵌合する嵌合部と、
　前記嵌合部に配設され、前記ドライバ回路と電気的に接続される接続部と、を有し、
　前記半導体モジュールは、
　前記半導体素子を封止する樹脂部材により形成され、前記嵌合部と嵌合する被嵌合部と
、
　一端が前記半導体素子と電気的に接続され、他端が前記樹脂部材から露出し前記被嵌合
部に配設される被接続部と、を有し、
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　前記嵌合部が前記被嵌合部に嵌合した状態で、前記接続部と前記被接続部との接続によ
り前記ドライバ回路と電気的に接続される、
　ことを特徴とする半導体モジュールユニット。
【請求項２】
　前記嵌合部は、
　前記サブ基板の外周端から外側に突出する凸状に形成され、前記接続部が配設された凸
部を有し、
　前記被嵌合部は、
　前記凸部に対応して凹状に形成された凹部を有し、
　前記被接続部は、
　前記凸部が前記凹部に嵌合した状態で、前記接続部と対向する位置に配置される、
　請求項１に記載の半導体モジュールユニット。
【請求項３】
　前記嵌合部は、
　前記サブ基板の外周端の一部に凹凸状に形成され、前記接続部が配設された凹凸部を有
し、
　前記被嵌合部は、
　前記凹凸部に対応して凸凹状に形成された凸凹部を有し、
　前記被接続部は、
　前記凹凸部が前記凸凹部に嵌合した状態で、前記接続部と対向する位置に配置される、
　請求項１に記載の半導体モジュールユニット。
【請求項４】
　前記接続部および前記被接続部のいずれか一方は、
　前記接続部と前記被接続部とが対向する方向に弾性変形可能に構成される、
　請求項１～３のいずれか１項に記載の半導体モジュールユニット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体モジュールユニットに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、車両の駆動源としてモータを備えた電気自動車（ＥＶ）やハイブリッド自動車（
ＨＥＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＥＶ）等が知られている。このような車
両には、高電圧バッテリから供給される直流電力を交流電力に変換するインバータが搭載
されている。インバータには、パワー半導体の採用が進んでいる。パワー半導体は、大電
流を通電するため、通常サイズのパッケージではなく、モジュール型の大型パッケージ（
半導体モジュール）が採用される。半導体モジュールは、使用するアプリケーションによ
って形状をカスタム化することも珍しくなく、例えば、放熱をしやすい構造を有するもの
がある（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　また、特許文献２には、フレキシブル基板の余長によって、光素子モジュールと信号生
成回路との間で送受される電気信号に帯域劣化が生じ、光送信モジュールの伝送特性が悪
化する場合がある点が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１４－１６１２２７号公報
【特許文献２】特開２００９－１９４３１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００５】
　従来、半導体モジュールユニットの組み付け作業では、半導体モジュールを放熱部材等
に固定し、当該半導体モジュールを制御する制御基板の位置合わせを行った後に、半導体
モジュールと制御基板との電気的な接続を半田付けで行っている。そのため、半導体モジ
ュールユニットの組み付け作業性に改善の余地がある。一方、組み付け作業性を確保する
ために、半導体モジュールと制御基板との距離を長くすると電路が長くなり、インダクタ
成分の増加によりノイズが発生するおそれがある。
【０００６】
　本発明は、組み付け作業性を向上し、かつノイズの発生を低減することができる半導体
モジュールユニットを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するために、本発明に係る半導体モジュールユニットは、少なくとも半
導体素子を含んで構成される半導体モジュールと、前記半導体モジュールに駆動信号を出
力するドライバ回路を有し、前記半導体モジュールを制御する制御基板と、を備え、前記
制御基板は、メイン基板と、前記メイン基板から分離され、かつ前記ドライバ回路が実装
されるサブ基板と、可撓性を有し、かつ前記メイン基板と前記サブ基板とを電気的に接続
するフレキシブル基板と、で構成され、前記サブ基板は、前記半導体モジュールに対して
嵌合する嵌合部と、前記嵌合部に配設され、前記ドライバ回路と電気的に接続される接続
部と、を有し、前記半導体モジュールは、前記半導体素子を封止する樹脂部材により形成
され、前記嵌合部と嵌合する被嵌合部と、一端が前記半導体素子と電気的に接続され、他
端が前記樹脂部材から露出し前記被嵌合部に配設される被接続部と、を有し、前記嵌合部
が前記被嵌合部に嵌合した状態で、前記接続部と前記被接続部との接続により前記ドライ
バ回路と電気的に接続される、ことを特徴とする。
【０００８】
　上記半導体モジュールユニットにおいて、前記嵌合部は、前記サブ基板の外周端から外
側に突出する凸状に形成され、前記接続部が配設された凸部を有し、前記被嵌合部は、前
記凸部に対応して凹状に形成された凹部を有し、前記被接続部は、前記凸部が前記凹部に
嵌合した状態で、前記接続部と対向する位置に配置される、ことが好ましい。
【０００９】
　上記半導体モジュールユニットにおいて、前記嵌合部は、前記サブ基板の外周端の一部
に凹凸状に形成され、前記接続部が配設された凹凸部を有し、前記被嵌合部は、前記凹凸
部に対応して凸凹状に形成された凸凹部を有し、前記被接続部は、前記凹凸部が前記凸凹
部に嵌合した状態で、前記接続部と対向する位置に配置される、ことが好ましい。
 
【００１０】
　上記半導体モジュールユニットにおいて、前記接続部および前記被接続部のいずれか一
方は、前記接続部と前記被接続部とが対向する方向に弾性変形可能に構成される、ことが
好ましい。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明に係る半導体モジュールユニットによれば、組み付け作業性を向上し、かつノイ
ズの発生を低減することができる、という効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は、第１実施形態に係る半導体モジュールユニットの概略構成を示す斜視図
である。
【図２】図２は、第１実施形態に係る半導体モジュールユニットの概略構成を示す分解斜
視図である。
【図３】図３は、第１実施形態に係る半導体モジュールユニットの要部の縦断面図である
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【図４】図４は、第１実施形態に係る半導体モジュールユニットの要部の側面図である。
【図５】図５は、第２実施形態に係る半導体モジュールユニットの概略構成を示す斜視図
である。
【図６】図６は、第２実施形態に係る半導体モジュールユニットの概略構成を示す分解斜
視図である。
【図７】図７は、第２実施形態に係る半導体モジュールユニットの部分断面図である。
【図８】図８は、第２実施形態に係る半導体モジュールユニットの部分断面図である。
【図９】図９は、第２実施形態の変形例に係る半導体モジュールユニットの部分断面図で
ある。
【図１０】図１０は、第２実施形態の変形例に係る半導体モジュールユニットの部分断面
図である。
【図１１】図１１は、第３実施形態に係る半導体モジュールユニットの概略構成を示す斜
視図である。
【図１２】図１２は、第３実施形態に係る半導体モジュールユニットの概略構成を示す分
解斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下に、本発明に係る半導体モジュールユニットの実施形態について図面を参照しつつ
詳細に説明する。なお、この実施形態により本発明が限定されるものではない。また、下
記の実施形態における構成要素には、当業者が容易に想定できるもの、あるいは実質的に
同一のものが含まれる。また、下記の実施形態における構成要素は、発明の要旨を逸脱し
ない範囲で、種々の省略、置き換え、変更を行うことができる。さらに、以下に記載した
構成は適宜組み合わせることが可能である。
【００１４】
　［第１実施形態］
　図１は、第１実施形態に係る半導体モジュールユニットの概略構成を示す斜視図である
。図２は、第１実施形態に係る半導体モジュールユニットの概略構成を示す分解斜視図で
ある。図３は、第１実施形態に係る半導体モジュールユニットの要部の縦断面図である。
図４は、第１実施形態に係る半導体モジュールユニットの要部の側面図である。なお、図
１、図３（図５、図８、図１０、図１１も同様）は、半導体モジュールに制御基板を組み
付けた状態を示す図である。また、図１～図４（図５～図１２も同様）は、半導体モジュ
ールユニットを構成するメイン基板の一部を省略すると共に、メイン基板に実装される電
子部品等を省略している。また、図１～図４（図５～図１２も同様）は、半導体モジュー
ルおよび制御基板を固定する部材を省略している。ここで、図１～図４（図５～図１２も
同様）のＸ方向は、本実施形態における半導体モジュールユニットの幅方向である。Ｙ方
向は、本実施形態における半導体モジュールユニットの奥行き方向であり、幅方向と直交
する方向である。Ｚ方向は、本実施形態における半導体モジュールユニットの上下方向で
あり、幅方向および奥行き方向と直交する方向である。Ｚ１方向は上方向とし、Ｚ２方向
は下方向とする。
【００１５】
　本実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ａは、例えば電気自動車（ＥＶ）、ハイ
ブリッド自動車（ＨＥＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＥＶ）等の車両に搭載
されるインバータの一部を構成するものである。インバータは、例えば、車両に搭載され
るバッテリの直流電力を交流電力に変換するものである。半導体モジュールユニット１Ａ
は、図１、図２に示すように、制御基板２と、半導体モジュール３Ａとを含んで構成され
る。
【００１６】
　制御基板２は、いわゆるリジッドフレキシブルプリント回路基板（Rigid　Flexible　P
rinted　Circuit　Board）であり、少なくとも半導体モジュール３Ａを制御する制御回路
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が実装される回路基板である。制御基板２は、半導体モジュール３Ａに駆動信号を出力す
るドライバ回路５２を有する。制御基板２は、メイン基板４と、サブ基板５Ａと、フレキ
シブル基板６とで構成される。制御基板２は、メイン基板４がフレキシブル基板６を介し
てサブ基板５Ａに電気的に接続されている。
【００１７】
　メイン基板４は、いわゆるリジッド基板であり、種々の電子部品（不図示）が実装され
、これらを電気的に接続する制御回路を構成する部分である。電子部品は、例えば、コン
デンサ、リレー、抵抗、トランジスタ、ＩＰＳ（Intelligent　Power　Switch）、マイコ
ンを含む電子制御ユニット等である。メイン基板４は、例えば、エポキシ樹脂、ガラスエ
ポキシ樹脂、紙エポキシ樹脂やセラミック等の絶縁性の材料からなる絶縁層に銅等の導電
性の材料によって配線パターン（プリントパターン）が印刷されている。メイン基板４は
、配線パターンが印刷された絶縁層を複数枚積層させ多層化されたもの（すなわち、多層
基板）であってもよい。メイン基板４は、例えば、インバータの一部を構成する筐体（不
図示）等に固定される。筐体は、例えば絶縁性の樹脂部材等で構成される。本実施形態の
メイン基板４は、半導体モジュール３Ａの幅方向と平行な位置にあって、当該半導体モジ
ュール３Ａの上面から上側に配置されている。
【００１８】
　サブ基板５Ａは、リジッド基板であり、メイン基板４から分離され、ドライバ回路５２
が実装される部分である。ドライバ回路５２は、半導体モジュール３Ａを駆動するための
駆動信号を出力する。ドライバ回路５２は、フレキシブル基板６を介してメイン基板４上
の制御回路に電気的に接続され、当該制御回路からの制御信号に応じて、半導体モジュー
ル３Ａに駆動信号を出力する。サブ基板５Ａは、基板本体５１と、半導体モジュール３Ａ
の被嵌合部２３に嵌合する嵌合部５３とを有する。基板本体５１は、例えば、上述したメ
イン基板４と同様の構成を有し、ドライバ回路５２が実装される部分である。嵌合部５３
は、図２、図３に示すように、サブ基板５Ａの外周端から外側に突出する凸状に形成され
た凸部５３ａを有する。凸部５３ａは、基板本体５１の幅方向におけるフレキシブル基板
６の接続部と反対方向の外周端に形成されている。また、嵌合部５３は、凸部５３ａに配
設され、かつ被嵌合部２３の被接続部２４と電気的に接続される接続部５４を有する。接
続部５４は、サブ基板５Ａに設けられた、いわゆるパッドまたはランドであり、パッド等
から銅箔パターンを介してドライバ回路５２に電気的に接続される。パッド等は、例えば
、銅箔パターン上に形成され、電子部品等を半田付けする部分である。
【００１９】
　フレキシブル基板６は、いわゆるフレキシブルプリント基板（ＦＰＣ：Flexible　Prin
ted　Circuits）であり、可撓性を有し、メイン基板４とサブ基板５Ａとを電気的に接続
する部分である。フレキシブル基板６は、例えば、薄膜状の絶縁体（ベースフィルム）上
に接着層が形成され、さらにその上に導体箔が貼りあわされた構造を有する。
【００２０】
　半導体モジュール３Ａは、例えば、インバータにおける高電圧回路の通電または遮断を
行うものである。半導体モジュール３Ａは、矩形状に形成されており、放熱板等の放熱部
材（不図示）に固定される。この放熱部材は、例えば、メイン基板４を固定する筐体が保
持する構成であってもよい。半導体モジュール３Ａは、半導体素子（不図示）と、絶縁性
の樹脂部材２１と、電極板２２と、被嵌合部２３と、被接続部２４とを含んで構成される
。
【００２１】
　半導体素子は、パワーＭＯＳＦＥＴ（Metal　Oxide　Semiconductor　Field-Effect　T
ransistor）、ＩＧＢＴ（Insulated　Gate　Bipolar　Transistor）等で構成されるスイ
ッチング素子である。半導体素子は、ドライバ回路５２から被接続部２４を介して入力さ
れる制御信号によりＯＮまたはＯＦＦされる。
【００２２】
　樹脂部材２１は、半導体素子、電極板２２、及び被接続部２４を封止すると共に、被嵌
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合部２３を形成する。樹脂部材２１は、例えば、エポキシ系樹脂、シリコーン系樹脂等で
構成される。
【００２３】
　電極板２２は、一端が半導体素子と電気的に接続され、他端が樹脂部材２１から露出し
た金属板である。電極板２２は、半導体モジュール３Ａの幅方向の外側面から露出してい
る。
【００２４】
　被嵌合部２３は、サブ基板５Ａの嵌合部５３と嵌合する部分である。被嵌合部２３は、
サブ基板５Ａの凸部５３ａに対応して凹状に形成された凹部２３ａを有する。凹部２３ａ
は、半導体モジュール３Ａの上方向の面に矩形状に開口して形成され、上方向から下方向
に向けて延在する。また、被嵌合部２３は、サブ基板５Ａの凸部５３ａが凹部２３ａに嵌
合した状態で、接続部５４と対向する位置に配置される被接続部２４を有する。被接続部
２４は、半導体モジュール３Ａ内部の半導体素子を制御するための制御端子である。被接
続部２４は、一端が半導体素子と電気的に接続され、他端が樹脂部材２１から露出してい
る。被接続部２４は、嵌合部５３が被嵌合部２３に嵌合した状態で、サブ基板５Ａ側の接
続部５４と対向する位置に配置される。被接続部２４は、弾性を有し、接続部５４と対向
する方向に弾性変形可能に構成される。本実施形態の被接続部２４は、平板状の導電部材
で構成され、図３に示すように、半導体モジュール３Ａの上方向に延在する部分が途中で
下方向に折り返され、かつ下方向に延在する端部が幅方向の一方に向けて鈍角に折り曲げ
加工がなされている。
【００２５】
　次に、本実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ａの組み立て手順について図４を
参照して簡単に説明する。まず、作業員は、例えば、半導体モジュール３Ａを放熱部材等
に固定する。次に、作業員は、制御基板２のメイン基板４を固定した後、サブ基板５Ａを
半導体モジュール３Ａに組付ける。具体的には、作業員は、メイン基板４を固定した後、
サブ基板５Ａの嵌合部５３を、半導体モジュール３Ａの被嵌合部２３に嵌合する。このと
き、嵌合部５３の接続部５４は、被接続部２４の弾性力により幅方向の接続部５４側に押
圧され、被接続部２４が弾性変形することにより半導体モジュール３Ａにサブ基板５Ａが
固定される。
【００２６】
　以上説明したように、本実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ａは、制御基板２
が、メイン基板４と、メイン基板４から分離されたサブ基板５Ａと、可撓性を有し、かつ
メイン基板４とサブ基板５Ａとを電気的に接続するフレキシブル基板６とで構成される。
これにより、半導体モジュール３Ａを放熱部材に固定してメイン基板４の位置合わせを行
った後に、半導体モジュール３Ａとメイン基板４との半田付けを行うという従来の組み付
け作業を行わずに済むので、組み付け作業性を向上させることができる。また、本実施形
態に係る半導体モジュールユニット１Ａは、サブ基板５Ａが、半導体モジュール３Ａの被
嵌合部２３に嵌合する嵌合部５３を有し、半導体モジュール３Ａの嵌合部５３が被嵌合部
２３に嵌合した状態で、ドライバ回路５２と電気的に接続される。これにより、半導体モ
ジュール３Ａとサブ基板５Ａとの間の接続にコネクタや電線を使用する必要がないため、
部品点数の削減に寄与すると共に、ユニットの小型化を図ることができる。また、ドライ
バ回路５２が実装されるサブ基板５Ａを直接半導体モジュール３Ａに接続するため、半導
体モジュール３Ａの近傍にドライバ回路５２を設置することができる。このように、半導
体モジュール３Ａとドライバ回路５２との間の電路を短くすることで、電路に生じるイン
ダクタンス成分を減らし、リンギングやノイズの発生を低減することができる。
【００２７】
　また、本実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ａは、嵌合部５３が、凸部５３ａ
に配設された接続部５４を有し、被嵌合部２３が、凸部５３ａと凹部２３ａとが嵌合状態
で、接続部５４と対向して配置される被接続部２４とを有する。これにより、半導体モジ
ュール３Ａとサブ基板５Ａとの位置合わせを容易に行うことができ、組み付け作業性を向
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上させることができる。
【００２８】
　また、本実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ａは、被接続部２４が、弾性を有
し、接続部５４と対向する方向に弾性変形可能に構成される。これにより、被接続部２４
の弾性力で接続部５４が押圧され、被接続部２４の弾性変形で半導体モジュール３Ａにサ
ブ基板５Ａが固定される。
【００２９】
　なお、上記第１実施形態では、被嵌合部２３は、凹部２３ａが半導体モジュール３Ａの
上方向の面に矩形状に開口して形成されているが、これに限定されるのもではなく、半導
体モジュール３Ａの側面に開口して形成されてもよい。例えば、半導体モジュール３Ａの
メイン基板４に対向する側面に形成されてもよい。この場合、嵌合部５３が被嵌合部２３
に嵌合した状態で、半導体モジュール３Ａの上方向にサブ基板５Ａが突出することがなく
、ユニットの小型化を図ることが可能となる。
【００３０】
　また、上記第１実施形態では、サブ基板５Ａは、被接続部２４の弾性力により半導体モ
ジュール３Ａに固定されるが、これに限定されるものではない。例えば、凹部２３Ａを開
口から下方向に向けて狭くなるようにテーパー状に形成し、サブ基板５Ａを半導体モジュ
ール３Ａに圧入する構成であってもよいし、嵌合状態の嵌合部５３と被嵌合部２３との隙
間に接着剤等を充填して固定してもよい。
【００３１】
　また、上記第１実施形態では、メイン基板４は、図３に示すように、半導体モジュール
３Ａの幅方向と平行な位置にあって、当該半導体モジュール３Ａの上面から外側に配置さ
れているが、これに限定されるものではない。例えば、メイン基板４は、図４の一点鎖線
に示すように、半導体モジュール３Ａの幅方向に沿った位置にあって、当該半導体モジュ
ール３Ａの上面から下側に配置されていてもよい。
【００３２】
　［第２実施形態］
　次に、本発明の第２実施形態に係る半導体モジュールユニットについて図５～図８を参
照して説明する。図５は、第２実施形態に係る半導体モジュールユニットの概略構成を示
す斜視図である。図６は、第２実施形態に係る半導体モジュールユニットの概略構成を示
す分解斜視図である。図７は、第２実施形態に係る半導体モジュールユニットの部分断面
図である。図８は、第２実施形態に係る半導体モジュールユニットの部分断面図である。
【００３３】
　第２実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ｂは、半導体モジュール３Ｂの被嵌合
部３３、及び、サブ基板５Ｂの嵌合部６３の形状がそれぞれに異なる点で上記第１実施形
態に係る半導体モジュールユニット１Ａと異なる。なお、第２実施形態に係る半導体モジ
ュールユニット１Ｂは、上記第１実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ａと比較し
て、基本的構成および基本的動作が共通しているので、同一符号部分に関しては、省略あ
るいは簡略化して説明する。
【００３４】
　第２実施形態における半導体モジュールユニット１Ｂは、図５、図６に示すように、制
御基板２と、半導体モジュール３Ｂとを含んで構成される。制御基板２は、メイン基板４
と、サブ基板５Ｂと、フレキシブル基板６とで構成される。制御基板２は、メイン基板４
がフレキシブル基板６を介してサブ基板５Ｂに電気的に接続されている。
【００３５】
　サブ基板５Ｂは、リジッド基板であり、メイン基板４から分離され、ドライバ回路５２
が実装される部分である。ドライバ回路５２は、半導体モジュール３Ｂを駆動するための
駆動信号を出力する。ドライバ回路５２は、フレキシブル基板６を介してメイン基板４上
の制御回路（不図示）に電気的に接続され、当該制御回路からの制御信号に応じて、半導
体モジュール３Ｂに駆動信号を出力する。サブ基板５Ｂは、基板本体６１と、半導体モジ
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ュール３Ｂの被嵌合部３３に嵌合する嵌合部６３とを有する。基板本体６１は、メイン基
板４と同様の構成を有し、ドライバ回路５２が実装される部分である。嵌合部６３は、図
６に示すように、サブ基板５Ｂの外周端の一部に凹凸状に形成された凹凸部６３ａを有す
る。凹凸部６３ａは、基板本体６１の幅方向におけるフレキシブル基板６の接続部と反対
方向の外周端に形成されている。嵌合部６３は、凹凸部６３ａに配設され、かつ被嵌合部
３３の被接続部３４と電気的に接続される接続部６４を有する。接続部６４は、サブ基板
５Ｂに設けられたパッド等であり、このパッド等から銅箔パターンを介してドライバ回路
５２に電気的に接続される。本実施形態のサブ基板５Ｂは、嵌合部６３が被嵌合部３３に
嵌合した状態で、２つの雄ネジ１１により半導体モジュール３Ｂに固定される。
【００３６】
　半導体モジュール３Ｂは、例えば、インバータにおける高電圧回路の通電または遮断を
行うものである。半導体モジュール３Ｂは、矩形状に形成されており、放熱板等の放熱部
材に固定される。半導体モジュール３Ｂは、半導体素子（不図示）と、絶縁性の樹脂部材
２１と、電極板２２と、被嵌合部３３と、被接続部３４とを含んで構成される。
【００３７】
　被嵌合部３３は、サブ基板５Ｂの嵌合部６３と嵌合する部分である。被嵌合部３３は、
サブ基板５Ｂの凹凸部６３ａに対応して凸凹状に形成された凸凹部３３ａを有する。凸凹
部３３ａは、半導体モジュール３Ｂに形成された段差３５に設けられている。段差３５は
、半導体モジュール３Ｂの奥行き方向に沿って形成される第一側面３５ａと、当該第一側
面３５ａに隣接し、奥行き方向に向かって互いに対向する位置に形成される第二側面３５
ｂと、幅方向の端部まで延設された底面３５ｃとで構成される。凸凹部３３ａは、凸部が
第一側面３５ａから幅方向に沿って延在し、かつ底面３５ｃから上方向に沿って延在する
。
【００３８】
　被嵌合部３３は、嵌合部６３の凹凸部６３ａが凸凹部３３ａに嵌合した状態で、接続部
６４と対向する位置に配置される被接続部３４を有する。被接続部３４は、半導体モジュ
ール３Ｂ内部の半導体素子を制御するための制御端子である。被接続部３４は、一端が半
導体素子と電気的に接続され、他端が樹脂部材２１から露出している。被接続部３４は、
嵌合部６３が被嵌合部３３に嵌合した状態で、サブ基板５Ｂ側の接続部６４と対向する位
置に配置される。被接続部３４は、弾性を有し、接続部６４と対向する方向に弾性変形可
能に構成される。本実施形態の被接続部３４は、平板状の導電部材で構成され、図７に示
すように、半導体モジュール３Ｂの幅方向の一方に延在する部分が途中で幅方向の他方に
折り返され、かつ幅方向の他方に延在する端部が上方向に向けて鈍角に折り曲げ加工がな
されている。
【００３９】
　次に、本実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ｂの組み立て手順について図７、
図８を参照して簡単に説明する。まず、作業員は、例えば、半導体モジュール３Ｂを放熱
部材等に固定する。次に、作業員は、制御基板２のメイン基板４を固定した後、サブ基板
５Ｂを半導体モジュール３Ｂに組付ける。具体的には、作業員は、メイン基板４を固定し
た後、サブ基板５Ｂの嵌合部６３を、半導体モジュール３Ｂの被嵌合部３３に嵌合する。
次に、作業員は、２つの雄ネジ１１を半導体モジュール３Ｂ側に設けられたネジ穴にねじ
込んで締め付ける。このとき、被嵌合部３３の被接続部３４は、接続部６４により下方向
に押圧され、弾性変形することにより接続部６４との密着度が増加すると共に、雄ネジ１
１の軸力を高めることができる。
【００４０】
　以上説明したように、本実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ｂは、上記半導体
モジュールユニット１Ａと同様の効果を奏すると共に、例えば、半導体モジュール３Ｂに
対してサブ基板５Ｂをネジ止めしているので、振動等による半導体モジュール３Ｂとサブ
基板５Ｂとの接続不良を防止することができる。また、本実施形態に係る半導体モジュー
ルユニット１Ｂは、サブ基板５Ｂの嵌合部６３に凹凸部６３ａが形成され、半導体モジュ
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ール３Ｂの被嵌合部３３に凸凹部３３ａが形成されているので、嵌合部６３が被嵌合部３
３に嵌合した状態で、半導体モジュール３Ｂとサブ基板５Ｂとの位置ずれを防止すること
ができる。また、本実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ｂは、嵌合部６３が被嵌
合部３３に嵌合した状態で、半導体モジュール３Ｂの上方向にサブ基板５Ｂが突出するこ
とがなく、ユニットの小型化を図ることが可能となる。
【００４１】
　また、本実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ｂは、嵌合部６３が、凹凸部６３
ａに配設された接続部６４を有し、被嵌合部３３が、凹凸部６３ａと凸凹部３３ａとが嵌
合状態で、接続部６４と対向して配置される被接続部３４とを有する。これにより、半導
体モジュール３Ｂとサブ基板５Ｂとの位置合わせを容易に行うことができ、組み付け作業
性を向上させることができる。
【００４２】
　また、本実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ｂは、被接続部３４が、弾性を有
し、接続部６４と対向する方向に弾性変形可能に構成される。これにより、嵌合部６３が
被嵌合部３３に嵌合した状態で、被接続部３４の弾性力で接続部６４が押圧され、被接続
部３４の弾性変形で被接続部３４と接続部６４との密着度が増加すると共に、雄ネジ１１
の軸力を高めることができる。
【００４３】
　なお、上記第２実施形態では、被接続部３４は、接続部６４と対向する方向に弾性変形
可能に構成されるが、これに限定されるものではない。図９及び図１０は、第２実施形態
の変形例に係る半導体モジュールユニットの部分断面図である。図９及び図１０に示すよ
うに、接続部７４が、弾性を有する導電部材であってもよい。接続部７４は、例えば、金
属板を折り曲げて加工した端子である。接続部７４は、被接続部４４と対向する方向に弾
性変形可能に構成されている。接続部７４は、図９に示すように、サブ基板５Ｂの延在方
向の一方に沿って延在する部分が途中で延在方向の他方に折り返され、かつ延在方向の他
方に延在する端部が外側に向けて鈍角に折り曲げ加工がなされている。接続部７４は、サ
ブ基板５Ｂに形成されたパッド等に半田付けされており、パッド等から銅箔パターンを介
してドライバ回路５２に電気的に接続される。被接続部４４は、半導体モジュール３Ｂ内
部の半導体素子を制御するための制御端子である。被接続部４４は、一端が半導体素子と
電気的に接続され、他端が樹脂部材２１から露出している。被接続部４４は、嵌合部６３
が被嵌合部３３に嵌合した状態で、サブ基板５Ｂ側の接続部７４と対向する位置に配置さ
れる。このように、サブ基板５Ｂの接続部７４が、被接続部４４と対向する方向に弾性変
形可能に構成されているので、半導体モジュール３Ｂ側の被接続部４４を弾性変形可能な
構成に加工する必要がなく、半導体モジュール３Ｂの製造コストを低減することができる
。また、嵌合部６３が被嵌合部３３に嵌合した状態で、接続部７４の弾性力で被接続部４
４が押圧され、接続部７４の弾性変形で被接続部４４と接続部７４との密着度が増加する
と共に、雄ネジ１１の軸力を高めることができる。
【００４４】
　［第３実施形態］
　次に、本発明の第３実施形態に係る半導体モジュールユニットについて図１１、図１２
を参照して説明する。図１１は、第３実施形態に係る半導体モジュールユニットの概略構
成を示す斜視図である。図１２は、第３実施形態に係る半導体モジュールユニットの概略
構成を示す分解斜視図である。
【００４５】
　第３実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ｃは、制御基板７が、フレキシブル基
板６を含まず、メイン基板４と突出部８で構成されている点で上記第２実施形態に係る半
導体モジュールユニット１Ｂと異なる。なお、第３実施形態に係る半導体モジュールユニ
ット１Ｃは、上記第２実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ｂと比較して、基本的
構成および基本的動作が共通しているので、同一符号部分に関しては、省略あるいは簡略
化して説明する。
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【００４６】
　第３実施形態における半導体モジュールユニット１Ｃは、図１１、図１２に示すように
、制御基板７と、半導体モジュール３Ｂとを含んで構成される。制御基板７は、いわゆる
リジッド基板であり、少なくとも半導体モジュール３Ｂを制御する制御回路が実装される
回路基板である。制御基板７は、半導体モジュール３Ｂに駆動信号を出力するドライバ回
路５２を有する。制御基板７は、メイン基板４と、突出部８とで構成される。制御基板７
は、メイン基板４の外周端の一部に延在方向に沿って突出する突出部８を有する。
【００４７】
　突出部８は、ドライバ回路５２が実装される部分である。ドライバ回路５２は、半導体
モジュール３Ｂを駆動するための駆動信号を出力する。ドライバ回路５２は、メイン基板
４上の制御回路に電気的に接続され、当該制御回路からの制御信号に応じて、半導体モジ
ュール３Ｂに駆動信号を出力する。突出部８は、半導体モジュール３Ｂの被嵌合部３３に
嵌合する嵌合部６３を有する。嵌合部６３は、図１１に示すように、突出部８の端部に凹
凸状に形成された凹凸部６３ａを有する。凹凸部６３ａは、幅方向におけるメイン基板４
側と反対方向の端部に形成されている。嵌合部６３は、凹凸部６３ａに配設され、かつ被
嵌合部３３の被接続部３４と電気的に接続される接続部６４を有する。接続部６４は、メ
イン基板４に形成されたパッド等であり、銅箔パターンを介してドライバ回路５２に電気
的に接続される。本実施形態のメイン基板４は、嵌合部６３が被嵌合部３３に嵌合した状
態で、突出部８が２つの雄ネジ１１により半導体モジュール３Ｂに固定される。被嵌合部
３３は、突出部８の嵌合部６３と嵌合する部分である。被嵌合部３３は、嵌合部６３の凹
凸部６３ａが凸凹部３３ａに嵌合した状態で、接続部６４と対向する位置に配置される被
接続部３４を有する。
【００４８】
　次に、本実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ｃの組み立て手順について図１２
を参照して簡単に説明する。まず、作業員は、半導体モジュール３Ｂを放熱部材等に固定
する。次に、作業員は、制御基板７を固定し、突出部８を半導体モジュール３Ｂに組付け
る。具体的には、作業員は、メイン基板４を固定しつつ、突出部８の嵌合部６３を、半導
体モジュール３Ｂの被嵌合部３３に嵌合する。次に、作業員は、２つの雄ネジ１１を半導
体モジュール３Ｂ側に設けられたネジ穴にねじ込んで締め付ける。このとき、被嵌合部３
３の被接続部３４は、接続部６４により下方向に押圧され、弾性変形することにより接続
部６４との密着度が増加すると共に、雄ネジ１１の軸力を高めることができる。
【００４９】
　以上説明したように、本実施形態に係る半導体モジュールユニット１Ｃは、メイン基板
４とサブ基板５Ｂとがフレキシブル基板６を介さずに一体化されているので、部品点数を
削減すると共に、製造コストを低減することが可能となる。
【００５０】
　［変形例］
　なお、上記第１および第２実施形態では、フレキシブル基板６は、ＦＰＣで構成されて
いるが、これに限定されるものではなく、フレキシブルフラットケーブルを含むフレキシ
ブルケーブルであってもよい。これにより、フレキシブル基板６よりもコストを低減する
ことが可能となる。
【００５１】
　また、上記第１～第３実施形態では、被接続部２４，３４、及び接続部７４が、平板状
の導電部材を折り曲げ加工して弾性を有する構成としているが、これに限定されるもので
はない。例えば、突起を設ける構成であってもよい。
【符号の説明】
【００５２】
　１Ａ，１Ｂ，１Ｃ　半導体モジュールユニット
　２，７　制御基板
　３Ａ，３Ｂ　半導体モジュール
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　４　メイン基板
　５Ａ，５Ｂ　サブ基板
　６　フレキシブル基板
　８　突出部
　１１　雄ネジ
　２１　樹脂部材
　２２　電極板
　２３，３３　被嵌合部
　２４，３４，４４　被接続部
　２３ａ　凹部
　３３ａ　凸凹部
　３５　段差
　３５ａ　第一側面
　３５ｂ　第二側面
　３５ｃ　底面
　５１，６１　基板本体
　５２　ドライバ回路
　５３，６３　嵌合部
　５３ａ　凸部
　５４，６４，７４　接続部
　６３ａ　凹凸部

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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